
第７ 健康支援課 

１ 母子保健対策 

(１) 長期療養児等療養相談事業 

   ア 療養相談指導事業 

① 療育相談指導事業

事業内容（概略など） 参加スタッフ 開催回数 参加人数 

（実人数） 

小児慢性特定疾患児をもつ保護者に対して、家庭にお

ける療養上の指導を行うとともに、福祉制度の紹介、

精神的支援、その他の日常生活等に関し必要な内容に

ついての相談指導を行う。 

保健所保健師 

随時 

保護者：94人 

（47人） 

スタッフ：4人 

② 巡回相談指導事業

イ 養育者等支援事業 

① ピアカウンセリング

② 交流会・学習会、ペアレントトレーニング

日時 参加者数 (再掲）児 内容 

H24.9.13 

13:30～15:45 
4名 2名 学習会「未熟児の成長発達について」 

H25.1.23 

13:30～15:30 
8名 1名 

学習会・交流会「成長ホルモン分泌

不全性低身長症のつどい」 

計 ２回 12名 3名 

事業内容（概略など） 実施市町村 開催回数 
参加人数 

（延人数） 

理学療法士市町村支援【概要：市町村において関わり

のある児やその保護者に対して、理学療法士が事業等

に介入し、児の状況を把握した上で専門的な相談指導

を行う。また、市町村保健師等が児や保護者に対して

適切に関わることにより、児の成長発達を促す。】 

５市町村 延１８回 

児・保護者： 

１８５人 

スタッフ： 

８７人 

日時 参加者数 (再掲）児 内容 

H24.10.15 

10:00～12:00 
2名 1名 先輩ママから育児についての助言等 

計 1回   2名  1名 
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 ウ 支援関係機関（者）連絡会議 

事業内容（概略など） 参加スタッフ 開催回数 参加人数 

（実人数） 

 疾病や障害等によって複雑困難な

健康課題を抱えている対象児及び養育者

に、医師・心理職等を交えた関係機関（者）

による連絡会議等を開催し、関係者の支

援体制を整備する。 

保健所保健師 

保健所理学療法士 

保健所管理栄養士 

７回 １１４人 

 エ 遺伝等母子保健専門相談 

① 一次相談 １件 

② 二次相談 １件 
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（２）母子保健推進業務

母子保健水準の向上を図り、管内地域における母子保健の基盤整備、関係機関の連絡調

整及び地域組織等の育成等総合的な支援体制の整備等を推進するため、以下のとおり事業

を実施した。

ア 母子保健推進会議

日 時 内 容

① H25 年 3 月 14 日 ① 「妊婦の禁煙指導に活かせるリセット法」

② 当管内における飲食店の受動喫煙防止対策の実態調査につい

て

③ 今後の母子保健推進会議について

場 所

富士吉田合同庁舎 

２階 大会議室

出席者

市町村母子保健担当者、医療

機関（助産師）、一宮温泉病

院医師、保健所 ２１名

イ 母子保健関係者研修会 

日 時 内 容

平成 24 年 5 月 14 日 テーマ：「健診場面で視る視点および支援について」

講 師：こころの発達総合支援センター 

 有泉風氏 齊藤由美子氏

内 容：乳幼児健診場面で視る視点および支援について学んだ。場 所

富士吉田合同庁舎

３階 中会議室

出席者

各市町村、保健所保健師

３２名

ウ 市町村母子保健担当者会議

日 時 内 容

H24 年 7 月 26 日 ① 富士・東部保健福祉事務所母子保健事業・取り組みについて

② 乳幼児健康診査カンファレンス等について情報交換・意見交換

③ その他場 所

富士吉田合同庁舎

２階 大会議室

出席者

市町村母子保健担当者  

保健所健康支援課長・母子

保健担当者 １９名 
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２ 小児医療対策 

保健所における小児医療給付には、養育医療給付、自立支援医療（育成医療）給付、小児慢性

特定疾患治療研究事業があり、申請時に保護者と面接を行い、療育上の相談と医療費の公費負担

を行っている。平成２５年４月から、未熟児養育医療給付と自立支援医療（育成医療）給付の実

施主体は、各市町村となりました。

（１）養育医療

   母子保健法第２０条に基づき、養育のため病院に収容することを必要とする未熟児を指定

養育医療機関に入院させ、医療給付を行った。

平成 24 年 4 月 1 日～平成 25 年 3 月 31 日 
養育医療給付数（人）

富士吉田市 １４

都 留 市 ３

大 月 市 ４

上 野 原 市 ０

道 志 村 ０

西 桂 町 ０

忍 野 村 ４

山 中 湖 村 ０

鳴 沢 村 ０

富士河口湖町 ４

小 菅 村 ０

丹 波 山 村 ０

計 ２９

（２）自立支援医療（育成医療） 

 （単位：人）（平成２５年３月末現在） 

富
士
吉
田
市

都
留
市

大
月
市

上
野
原
市

道
志
村

西
桂
町

忍
野
村

山
中
湖
村

鳴
沢
村

富
士
河
口
湖
町

小
菅
村

丹
波
山
村

計

肢体不自由 １ １ ２ １ ５ 

視覚障害 １ １ ２ 

聴覚・平行機能障害 ０ 

音声・言語咀嚼障害 ４ ６ １ １ ２ １ １ ３ １９ 

心臓機能障害 ３ ２ １ １ ３ １０ 

腎臓機能障害 ０ 

その他 １ １ ２ 

不承認 １ １ 

計 ９ ７ ６ ３ ０ ２ ３ ２ ０ ７ ０ ０ ３９ 
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（３）小児慢性特定疾患治療研究事業 （単位：人）（平成２５年３月末現在）

富
士
吉
田
市

都
留
市

大
月
市

上
野
原
市

道
志
村

西
桂
町

忍
野
村

山
中
湖
村

鳴
沢
村

富
士
河
口
湖
町

小
菅
村

丹
波
山
村

計

悪性新生物 
１０ 

（２） 

４ 

（１） 

１ ２ １ １ １ ３ ２３ 

（３） 

慢性腎疾患 
１ 

（１） 

２ 

（２） 

２ 

（１） 

２ 

（１） 

１ 

（１） 

１ ９ 

（６） 

慢性呼吸器疾患 
４ 

（２） 

２ １ １ ８ 

（２） 

慢性心疾患 
５ 

（１） 

１ ２ 

（１） 

２ 

（１） 

１０ 

（３） 

内分泌疾患 
３２ 

（４） 

１３ 

（２） 

３ 

（１） 

５ ４ ４ 

（２） 

４ ６ 

（１） 

７１ 

（１０） 

膠原病 
１ １ ２ ４ 

（０） 

糖尿病 
２ ２ ４ 

（０） 

先天性代謝異常 
１ ２ １ １ ５ 

（０） 

血友病等血液疾患 
２ ２ 

（０） 

神経・筋疾患 
２ 

（１） 

１ ３ １ ７ 

（１） 

慢性消化器疾患 
３ ２ １ １ ７ 

計 
６２ 

（１１） 

２６ 

（５） 

１１ 

（２） 

１４ 

（１） 

０ 

（０） 

６ 

（０） 

９ 

（３） 

６ 

（０） 

１ 

（０） 

１５ 

（０） 

０ 

（２） 

０ 

（０） 

１５０ 

（２４） 

うち（ ）内 平成２４度新規

（４）先天性代謝異常等検査

フェニールケトン尿症等の先天性代謝異常は、放置すると知的障害等の症状をきたすお

それがあるので、新生児に対して血液によるマス・スクリーニング検査を実施している。   

平成２４年度については、要精密検査対象児は２名であった。

（５）不妊に悩む方への特定治療支援事業

不妊治療のうち、保険外診療である特定不妊治療(体外受精及び顕微授精)については、

治療費が高額で経済的負担が重いため、その軽減を図ることを目的にその費用の一部を平
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成１６年度から助成している。 

平成１９年度から年２回まで助成できるよう改正され、平成２１年度からは１回あ

たりの助成限度額が１０万円から１５万円に拡充された。平成２３年度からは初めて

本助成制度を申請する方に限り、申請初年度のみ年間の助成回数は３回までとなった。 

平成２４年度市町村別助成件数

（６）新生児聴覚検査事業

  聴覚は乳幼児の音声発語の獲得、発達に欠かせないものであり、児の健やかな成長、将

来の社会参加のために大切である。新生時期にスクリーニング検査を行うことで、早期に

難聴を発見し、脳が柔軟な乳児期に適切な療育を行う必要があることから本事業を行って

いる。

※平成２４年度については、要精密検査対象児はなし。

実件数 延件数 

富士吉田市 ２９ ４７ 

都留市 １４ ２５ 

大月市 １４ ２６ 

上野原市 １４ ２２ 

道志村 １ １ 

西桂町 ２ ２ 

忍野村 ６ １１ 

山中湖村 ２ ３ 

鳴沢村 ４ ６ 

富士河口湖町 ２４ ４７ 

小菅村 ０ ０ 

丹波山村 ０ ０ 

  計 １１０ １９０ 
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３ 母子保健地域組織の育成 

母と子の健康を中心に地域住民の健康づくりを目指して、自主的な活動ができるよう、地域

組織の育成を実施した。 

（１）母子保健地域組織一覧 

  平成 24年 6月 30日現在 
連
合
加
入 

組  織  名 結成年月 組織形態 
世帯数 
H25.3.1 
現在 

会員数 班数 
分班
数 

班員数
（人） 

都留市愛育連合会 S35. 4 婦人会即 13,873 1,074 2 8 41 

○ 大月市愛育会 
S34. 1 

(H9.10改) 

保健活動 

推進員会 
10,154 10,695 1 9 131 

○ 上野原市愛育連合会 
S33.12 

(H17. 4改) 
単独 9,956 76 2 2 76 

○ 忍野村愛育会 S35. 4 婦人会即 2,885 2,020 1 7 52 

○ 山中湖村愛育会 S33. 3 婦人会即 1,807 2,169 1 6 25 

○ 
富士河口湖町 

勝山愛育会 

S35. 4 

(S60.4改) 
婦人会即 

9,714 

(町全体) 
935 1 1 13 

鳴沢村母子愛育会 S34.4 婦人会即 1,052 485 1 2 56 

○ 小菅村愛育会 S47. 4 婦人会即 330 340 1 8 24 
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(２) 愛育組織育成状況 

ア 保健所実施 

開  催 
場    所 内 容 

参加 

年月日 （人） 

H24.10.29 
13:30～16:00 

富士吉田合同庁舎 

２階 大会議室 

班員研修会 

講義・実演 

「聞き上手テクニック、勇気づけのコミュニケーション」 

講師：心理臨床オフィス・ルーエ 深沢孝之 氏 

５８ 

イ 育成者研修、会議等 

開催年月日 場  所 内 容 
参加 
(人) 

H25.2.19 

13:30～15:30 

富士吉田合同庁舎 

２階 大会議室 

○育成者会議

１）講義「これからの地域保健組織育成について」

講師：社会福祉法人恩賜財団母子愛育会

  愛育推進部長 大場エミ氏

２）市町村愛育会と保健所管内愛育連合会の連合に

向けて 

９ 

計 ９ 

ウ 市町村支援 

開 催 
実施主体 内 容 

参加 

年月日 （人） 

Ｈ２４．４．５ 忍野村愛育会 忍野村定期総会 約 100 

Ｈ２４．４．１０ 
富士河口湖町勝山愛

育会 
富士河口湖町定期総会 約 30 

Ｈ２４．４．２３ 大月市愛育会 大月市保健活動推進員会総会 約 75 

Ｈ２４．５．１７ 山中湖村愛育会 山中湖村定期総会 約 60 

Ｈ２４．５．２４ 上野原市愛育連合会 上野原市愛育連合会定期総会 約 35 

Ｈ２４．１０．９ 都留市愛育連合会 都留市愛育連合会中央研修会 約２２ 

計 約３２２ 
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４ 看護推進対策

（１）保健師就業状況 

ア 市町村保健師設置状況   単位：人（平成２５年３月末現在） 

正規 嘱託・臨時 保健 福祉 介護
医療・看
護学校

富士吉田市 49,702 17 17 7 2 6 2

都留市 33,149 12 10 2 9 1 2

大月市 26,969 10 10 9 1

上野原市 26,113 10 10 7 2 1

道志村 1,858 2 2 2

西桂町 4,446 3 3 2 1

忍野村 8,768 5 5 4 1

山中湖村 5,267 4 4 2 2

鳴沢村 2,954 3 3 3

富士河口湖町 25,602 10 9 1 8 2

小菅村 746 2 2 2

丹波山村 625 2 2 2

管内合計 186,199 80 77 3 57 7 14 2

所属
市町村名 人口

保健師
総数

雇用形態

＊人口はＨ２５年３月１日の推計人口 

イ その他保健師設置状況  単位：人 

所 属 名 保健師数 

ファナック健康管理センター 2 

山梨日本電気株式会社 1 

都留児童相談所 1 

富士・東部保健福祉事務所 8 

94



（２）現任教育 

ア  保健師リーダー期・管理期研修会 

  管内の市町村保健師のリーダー・管理期の保健師が、各所属の保健師現任教育の推進

が図れるよう研修会及び情報交換を実施した。 

日  時 場  所 内  容 人数 

平成 24 年

12 月 19 日 

13:30～

16:00 
富士吉田合同庁舎 

・検討事項 

『平成 23 年度保健師活動統計分析結果について』 

『平成 24 年度実践能力自己評価分析結果につい

て』 

『各市町村の OJT の取り組みについて』 

『管内保健師各期における平成 25 年度現任教育体

系のあり方について』 

6 人 

イ 保健師全体研修 

【健康危機管理】 

ウ 新任期・中堅期保健師研修  

【地域診断】山梨県国保連合会「医療費適正化に向けた市町村保健活動支援事業」活用 

日時 場 所   内 容 人数 

平成 24 年

8 月 24 日 

14:00～

16:00 

富士吉田合同庁舎 

健康危機管理研修 

講義『危機管理について』 

山梨大学大学院医学部工学総合研究部 

山崎洋子教授 

演習『防災ゲームで学ぶリスクコミュニケーショ

ン 

22

人 

日時 場 所   内 容 人数 

平成 24 年

9 月 28 日 

13:30～

17:00 

富士吉田合同庁舎 

・講義 

「平成２３年度分年齢階級別医療費の状況につ

いて」 

山梨県国民健康保険団体連合会 

課長補佐 神谷まろみ 

「平成２２年度健診結果と２３年度レセプトと

の突合について」 

山梨県国民健康保険団体連合会 

保健師 宮澤さかえ 

保健師 石井まゆ美 

・GW「新しいデータの活用方法」 

19

人 

平成 25 年

2 月 18 日 

13:30～

17:00 
富士吉田合同庁舎 

・講義 

「平成２３年度総医療費（医師・歯科・調剤）の

状況について」 

山梨県国民健康保険団体連合会 

課長補佐 神谷まろみ 

山梨県国民健康保険団体連合会 

保 健 師  宮 澤 さ か え  

保健師 石井まゆ美 

・発表「データを活かした各市町村の保健事業に

ついて」  

22

人 
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エ 保健師業務研究会 

  保健師活動を推進する上で、保健師の専門性を深めるために、実践的な技術の向上を図ること

を目的に実施した。  ※現任教育と合同開催あり。 

日 時 場 所 内  容 
参加

者数 

 H24.5.14 

13:30～16:00 

富士吉田 

合同庁舎 

１）新任職員紹介 

２）各市町村・保健所保健師紹介 

３）H24年度保健師業務研究会のあり方について 

４)H24年度管内保健師現任教育研修計画について 

５)H24年度各市町村・保健所の事業紹介について 

19人 

H24.9.28 

13:30～16:30 
富士吉田 

合同庁舎 

１)講義 

「平成２３年度分年齢別医療費の状況について」 

「平成２２年度検診結果と２３年度レセプトとの突合

について」 

講師 山梨県国保連合会企画情報課 

  神谷まろみ 課長補佐 

  宮沢さかえ 保健師 

  石井まゆ美 保健師 

２)グループワーク 

３)まとめ 

19人 

H24.10.23 

14:00～16:00 

富士吉田 

合同庁舎 

１)伝達講習 

「地域診断からビジョンをもった保健師活動を展開し

よう」 

２)グループワーク 

 伝達講習を受け、取り組んでみたい内容について 

３)まとめ 

17人 

H25.2.18 

13:30～16:30 

富士吉田 

合同庁舎 

１)講義 

「平成２３年度総医療費の状況について」 

講師 山梨県国保連合会企画情報課 

  神谷まろみ 課長補佐 

  宮沢さかえ 保健師 

  石井まゆ美 保健師 

２)市町村からの発表 

３)グループワーク 

４)まとめ 

22人 

H25.3.6 

14:00～15:00 

富士吉田 

合同庁舎 

１) 平成２５年度保健師業務研究会の反省 

２) 平成２５年度保健師現任教育及び業務研究会につ

いて 
14人 

合  計 91人 
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(３)  地域看護推進業務

ア 管内病院看護部長・総看護師長会 

 看護管理としての看護現場の課題検討と情報交換を実施した。 

日 時 場 所 内 容 
参加 

者数 

平成24年 

8月10日 
富士吉田合同庁舎 

各病院の平成24年度看護師確保・定着対策等の取り組み

状況と課題について 

情報交換 

10人 

平成25年 

1月25日 
富士吉田合同庁舎 

各病院の平成25年度看護確保・定着対策についてと今年

度の実績と課題について 

情報交換 

 10人 

イ 市町村保健師業務連絡会

広域的立場から市町村保健師と情報交換や業務の見直しについて検討会等を実施した。

市町村名 内  容 回数 

富士吉田市 業務打合会（母子担当） １ 

都留市 
業務打合会 

乳幼児育成指導事業運営会議 

１ 

２ 

大月市 モデル市町村支援体制サポート強化事業 ４ 

道志村 業務連絡会 １ 

西桂町 
業務連絡会 

乳幼児健診 

１ 

１ 

忍野村 健康づくり推進協議会 １ 

富士河口湖町 
中学生の禁煙教育関係 

発達障害児支援の話し合い 

２ 

１ 

小菅村 
業務連絡会 

業務打合せ会 

１ 

２ 

丹波山村 業務連絡会 
１ 

97



（４）在宅ターミナルケア等地域連絡会議

がん末期患者等在宅療養者が希望する終末期ケアを受けられるよう、在宅ホスピスに関す  

る保健・医療・福祉の総合的なサービスを提供する体制づくりを目的に設置し検討した。 

日 時 場 所 内 容 
参加 

者数 

平成24年 

7月27日 
富士吉田合同庁舎 

在宅ターミナルケア等地域連絡会議 

話題提供『がん相談センター』の活動について 

 がん拠点病院富士吉田市立病院 山本美和看護師 

検討事項（がん患者・家族の為の社会資源一覧の作成に

ついて） 

19人 

平成24年 

10月11日 
富士吉田合同庁舎 

在宅ターミナルケア小委員会 

検討事項 

『がん患者・家族の為の社会資源一覧の作成について』 

内容・調査方法について 

 10人 

平成 25 年 

２月 22 日 富士吉田合同庁舎 

在宅ターミナルケア等地域連絡会議 

話題提供『クリーンベンチの設置状況について』 

富士五湖調剤薬局 中西美那子薬局長 

検討事項（がん患者・家族の為の社会資源一覧の作成に

ついて） 

14 人 
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（５）看護普及啓発 

ア 一日看護師 

管内の高校生を対象に、看護に対する正しい知識と理解を深めるとともに、看護職選 

択への動機づけの一助とすることを目的に実施した。 

 

 

 

 

 

 

※予定していた平成 24 年 6 月 20 日は天候を考慮し、中止となった。 

病院名 参加高校名 
参加生徒数 

（男子再掲） 

富士吉田市立病院 

吉田高等学校 

富士河口湖高等学校 

富士北稜高等学校 

52(1) 

山梨赤十字病院 富士河口湖高等学校 21(0) 

回生堂病院 桂高等学校 16(2) 

実施月日 病 院 名 参加高校名 
参加生徒数 

（男子再掲） 

平成 24 年 

6 月 18 日 

大月市立中央病院 
上野原高等学校 

桂高等学校 
20(3) 

上野原市立病院 
上野原高等学校 

日大明誠高等学校 
8(2) 

6 月 19 日 

山梨赤十字病院 
吉田高等学校 

富士学苑高等学校 
20(2) 

都留市立病院 
都留高等学校定時制 

桂高等学校 
15(1) 

6 月 21 日 上野原市立病院 上野原高等学校 4(0) 

6 月 22 日 

山梨赤十字病院 
都留高等学校 

ひばりが丘高等学校 
20(3) 

三生会病院 日大明誠高等学校 12(5) 

ツル虎ノ門外科・リハビ

リテーション病院 

大月短大附属高等学

校 
6(0) 

合 計 病院数 6 高校数 9 105(16) 
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イ 看護の心普及キャンペーン 

「フェスタ看護」事業の一環として「看護の日」の啓発を図るとともに、看護について 

の正しい理解と関心を高めるため実施した。 

  （６）看護師等再就業相談事業

看護師等の人材確保に関する法律第１１条に基づき、看護師等就業協力員として、保

健所で「看護師等再就業相談窓口」を開設し、潜在看護力の活用を図る中で看護師等の

確保を推進している。

５ 難病対策 

  原因不明で治療法が確立されていない各種難病については、治療期間も長期にわたり医療

費も多額になることから、特定疾患として指定し医療費の給付を行い、患者負担の軽減を図

っている。

  また、難病患者及びその家族に対し、在宅療養上の適切な支援を行うことにより、安定し

た療養生活の確保と患者等の生活の質の向上が図れるよう、難病患者地域支援対策推進事業

を実施している。

  実施年月日 
平成２４年５月１０日（木） 

平成２４年５月１１日（金） 

実施場所  

・病院正面玄関等 

 富士吉田市立病院、山梨赤十字病院 

・駅前及び高校前 

JR 大月駅、富士急 赤坂駅、同 都留文大前 

実施内容 

 ・「看護の日」の説明、看護への関心を高めるような

言葉かけ、啓発物品（カット絆）の配布。 

・血圧測定 

・口腔ケアの知識の普及、グッズ展示 

・傷の治し方の知識の普及（パンフレット配布など） 

参 加 者 
管内病院、市町村、富士・東部保健福祉事務所の 

看護職員 

再就業相談 ナースセンター等の紹介 悩みごと相談

実人員 ５人 ５人 ０人

回 数 ５回   ５回 ０回
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 （１）  特定疾患医療受給者数
平成２５年３月３１日現在届出

対象疾患 管内
富士吉
田市

都留市 大月市
上野
原市

道志村 西桂町 忍野村
山中
湖村

鳴沢村
富士
河口
湖町

小菅村
丹波山
村

1 ベーチェット病 17 7 4 1 2 1 2

2 多発性硬化症 29 8 3 5 2 3 1 6 1

3 重症筋無力症 28 8 7 2 4 1 2 4

4 全身性エリテマトーデス 71 20 15 11 3 2 2 3 3 10 2

5 スモン 1 1

6 再生不良性貧血 13 3 1 5 2 2

7 サルコイドーシス 8 2 1 3 1 1

8 筋萎縮性側索硬化症 13 3 2 2 1 1 1 1 2

9 強皮症、皮膚筋炎及び多発性筋炎 39 6 8 5 5 1 1 1 11 1

10 特発性血小板減少性紫斑病 22 3 4 3 6 1 1 3 1

11 結節性動脈周囲炎 13 3 6 1 2 1

12 潰瘍性大腸炎 81 20 15 15 13 3 4 3 8

13 大動脈炎症候群 5 1 1 2 1

14 ビュルガー病 10 6 1 2 1

15 天疱瘡 7 3 1 1 1 1

16 脊髄小脳変性症 34 10 9 3 6 1 1 1 3

17 クローン病 19 2 2 4 7 4

18 難治性の肝炎のうち劇症肝炎

19 悪性関節リウマチ 2 2

20 パーキンソン病関連疾患 89 18 11 18 13 2 2 2 23

21 アミロイドーシス 3 2 1

22 後縦靱帯骨化症 26 6 2 5 9 1 3

23 ハンチントン病

24 モヤモヤ病（ウィリス動脈輪閉塞症） 13 2 3 4 2 2

25 ウェゲナー肉芽腫症 6 2 1 2 1

26 特発性拡張型（うっ血型）心筋症 28 5 9 10 2 1 1

27 多系統萎縮症 10 4 1 2 1 1 1

28
表皮水疱症（接合部型及び栄養障害
型）

29 膿疱性乾癬

30 広範脊柱管狭窄症 19 6 1 2 1 1 2 2 4

31 原発性胆汁性肝硬変 19 6 4 3 4 1 1

32 重症急性膵炎 2 2

33 特発性大腿骨骨頭壊死症 9 3 1 2 2 1

34 混合性結合組織病 12 3 2 2 2 3

35 原発性免疫不全症候群 3 2 1

36 特発性間質性肺炎 11 2 2 2 1 1 3

37 網膜色素変性症 28 6 4 6 7 2 1 1 1

38 ﾌﾟﾘｵﾝ病

39 肺動脈性肺高血圧症 2 1 1

40 神経繊維腫症 4 1 2 1

41 亜急性硬化性全脳炎

42 ﾊﾞｯﾄ・キアリ症候群

43 慢性血栓塞栓性肺高血圧症 1 1

44 ライソゾーム病 1 1

45 副腎白質ジストロフィー

　  市町村別特定疾患医療受給者数  (単位：件)
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対象疾患 管内
富士吉
田市

都留市 大月市
上野
原市

道志村 西桂町 忍野村
山中
湖村

鳴沢村
富士
河口
湖町

小菅村
丹波山
村

46
家族性高コレステロール血症(ホモ接合
体)

1 1

47 脊髄性筋萎縮症

48 球脊髄性筋萎縮症 2 1 1

49 慢性炎症性脱随性多発神経炎 1 1

50 肥大型心筋症 4 1 1 1 1

51 拘束型心筋症

52 ミトコンドリア病

53 リンパ脈管筋腫症（ＬＡＭ）

54 重症多形滲出性紅斑（急性期）

55 黄色靱帯骨化症 2 1 1

56 間脳下垂体機能障害 13 4 2 3 1 1 2

721 173 131 129 107 14 15 15 23 10 97 4 3合計
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（２）難病患者地域支援対策推進事業 

 ア 在宅療養支援計画策定・評価事業 

・在宅療養支援計画策定・評価委員会開催状況 

開催回数 7 回 

出席者 ① 健康支援課長（管理栄養士）

健康支援課員（保健師、栄養士）  6 名 

② 健康支援課長（管理栄養士）

健康支援課員（保健師、栄養士）  6 名 

③ 健康支援課長（管理栄養士）

健康支援課員（理学療法士、保健師、栄養士）  7 名 

④ 健康支援課長（管理栄養士）

健康支援課員（理学療法士、保健師、栄養士）  7 名 

⑤ 健康支援課長（管理栄養士）

健康支援課員（理学療法士、保健師、栄養士）  7 名 

⑥ 健康支援課長（管理栄養士）

健康支援課員（理学療法士、保健師、栄養士）  7 名 

⑦ 健康支援課長（管理栄養士）

健康支援課員（理学療法士、保健師、栄養士）  7 名 

疾患系 支援計画策定件数 支援計画評価件数 

膠原病系 7 7 

消化器系 19 19 

神 経 系 34 34 

血 液 系 4 4 

循環器系 3 3 

そ の 他 48 48 

 計 115 115 
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イ 訪問相談事業 

実施方法 

（対象者）実人員   50 名 

（訪問者）保健師、管理栄養士、理学療法士 等 

事業結果 

の概要 

訪問相談 

計画回数 

訪問相談 

対象延人員 

  訪問相談従事延人員 

 医師 看護師 保健師 その他  計 

50 93 0 0   93 3 96 

（主な相談内容） 

・療養状況について 

・申請、変更等の手続きについて 

・服薬、治療等について 

ウ 医療相談事業 

開催年月日 平成 24 年 6 月 27 日 平成 24 年 6 月 29 日 

参加者数 36 名 87 名 

実施内容 更新手続き時における療養・健康相談 更新手続き時における療養・健康相談 

実施場所 大月市民会館 富士吉田合同庁舎 

  指導者の 保健所保健師、保健所管理栄養士 保健所保健師、保健所管理栄養士 

 所属、職、氏名 保健所理学療法士 保健所理学療法士 

ピアカウンセラー（炎症性腸疾患） 

開催年月日 平成 24 年７月 3 日 平成 24 年 7 月 6 日 

参加者数 61 名  79 名 

実施内容 更新手続き時における療養・健康相談 更新手続き時における療養・健康相談 

実施場所 大月市民会館 上野原市もみじホール 

 指導者の 保健所保健師、保健所管理栄養士 保健所保健師、保健所管理栄養士 

  所属、職、氏名 保健所理学療法士 保健所理学療法士、保健所栄養士 

開催年月日 平成 24 年 7 月 10 日 平成 24 年 7 月 11 日 

参加者数  107 名 77 名 

実施内容 更新手続き時における療養・健康相談 更新手続き時における療養・健康相談 

実施場所 富士吉田合同庁舎 大月市民会館 

  指導者の 保健所保健師、保健所管理栄養士 保健所保健師、保健所管理栄養士 

 所属、職、氏名 保健所理学療法士 保健所理学療法士、保健所栄養士 

ピアカウンセラー（パーキンソン病） 

医療

相談

班数 

医療相談 

実施回数 

医 療 相 談 

対象延人員 

医療相談班従事延人員 

医師 看護師 社会福祉士 保健師 その他 計 

9 9 541 1 1   0 22 22 46 
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開催年月日 平成 24 年 7 月 18 日 平成 24 年 10 月 28 日 

参加者数  87 名   4 名 

実施内容 更新手続き時における療養・健康相談 系統別医療相談会 

実施場所 富士吉田合同庁舎 リバース和戸 

  指導者の 保健所保健師、保健所管理栄養士 医師、保健所保健師 

 所属、職、氏名 保健所理学療法士、保健所栄養士 

相談内容 

病気・症状に関すること 

（相談例）  件 

・病気に関する情報 

43 

・病状悪化、進行について 

・リハビリについて 

・療養状況について 

治療・服薬に関すること 
・薬の副作用について 

35 ・病院の追加や変更等について 

看護・日常生活に関すること 

・在宅でできる運動について 

65 

・介助の方法について 

・食事に関することについて 

福祉制度に関すること 

・介護保険制度について 

29 

・身体障害者手帳について 

・訪問看護ステーションについて 

その他 

・就労について 

35 

・病院について 

・経済的な不安 

・患者会について 

・難病相談、支援センターについて 

・申請書類等について（税金関係） 

計 
207 

開催年月日 平成 24 年 11 月 27 日 

参加者数  5 名 

実施内容 

筋神経系疾患療養者の家族の学習会

（つどい） 

・自宅でできるリラクゼーション法 

・交流会 

実施場所 富士吉田合同庁舎 

 指導者の 看護師 

  所属、職、氏名 保健所保健師、保健所管理栄養士 
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６ 健康づくり関係 

（１）生活習慣病対策 

    ア 保健所保健医療計画の策定 

すべての住民が、生涯にわたって幸せで豊かな生活を送るためには、心身ともに健康

であることがなにより大切である。 

このため、富士北麓地域保健医療計画（富士吉田市、西桂町、忍野村、山中湖村、鳴

沢村、富士河口湖町＝６市町村）並びに東部地域保健医療計画（都留市、大月市、道志

村、上野原市、小菅村、丹波山村＝６市村）を策定し、保健医療施策を展開している。 

イ 市町村健康増進計画策定支援 

「市町村健康増進計画」は、各市町村において策定している。平成２５年度の次期プ

ランに向けて見直し・評価等へ支援をした。 

ウ 市町村食育推進計画策定支援

 市町村が、食育基本法に基づき食育推進計画を策定するよう指導及び支援した。

管内の状況：

・都留市、上野原市、道志村、西桂町、忍野村、山中湖村、鳴沢村、富士河口湖町、

丹波山村で策定済み

・富士吉田市、大月市、小菅村は策定へ向けて支援を継続した。 

エ 生活習慣病予防講習会の実施

 ５０人以下の小規模事業所の管理者を対象に、メタボリックシンドロームの予防に焦点

を当てた生活習慣予防に関した講習会を実施した。

月  日 場   所 内    容 対  象  者

９月 14 日 
富士吉田商工会議所 健康づくりのために（座り

ながら行える体操を中心

に）

富士吉田商工会議所

商工業振興委員

12 月 12 日 
ハイランドリゾートホテル 中高年齢者の健康管理に

ついて

富士急行株式会社社員

平成 25 年度定年退職者 

（２） 健康づくり推進事業 

ア 健やか山梨２１推進事業 

住民の健康づくりの実践と啓発のため、健康づくりの施策である「健やか山梨２１（２

００８年度版）」の普及に努め、住民一人ひとりが、自らの生活習慣を見直し、健康づ

くりの実践ができるよう支援した。 

また、今年度が「健やか山梨２１（２００８年度版）」の最終年のため、評価もおこ

なった。 

 ※保健所が協力・支援している市町村の状況 

市町村名 事  業  名 日  程 場   所 

忍野村 平成24年度おしの村福祉健康まつり 平成24年7月8日  日 忍野村保健福祉センター 

大月市 第18回大月市福祉・保健まつり 平成24年11月10日  土 大月市総合福祉センター 

鳴沢村 鳴沢村第34回たっしゃまつり 平成25年2月17日  日 鳴沢村総合センター 

＊ 健康づくり委員・協議会等への支援 

富士吉田市・大月市・忍野村・鳴沢村 
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イ 地域・職域連携推進事業  

 住民の生涯を通じて継続的な健康管理を図るため、地域保健・職域保健及び関係団体が

連携し、効果的かつ効率的な保健事業を展開、推進することを目的とし、平成１８年度に

協議会を設置した。  

委員任期２年 地域１２名 職域６名 医療機関・健診機関・保険者等６名 計２４名

２４年度は富士・東部地域・職域保健連携推進協議会を１１月、３月に開催した。

協議・検討事項   ・地域・職域における特定健診・特定保健指導について

・特定健診・特定保健指導受診率アップに向けて

・たばこ対策について

・山梨県地域・職域連携推進協議会の報告

ウ 禁煙・分煙推進事業

平成１６年２月より県内の公共機関、事業所等に置いて受動喫煙対策を実施している施

設を「禁煙・分煙認定施設」として認定している。さらに平成２３年４月から時間帯禁煙

や特定日禁煙を行っている飲食店を対象に、「禁煙推進店」を募集し、山梨県のホームペ

ージなどで公表している。

また、各機関に対して禁煙・分煙対策の推進を呼びかけている。

（ア）認定事業

平成 25 年 3 月 31 日現在 

敷地内禁煙 
屋内禁煙 

(建物全体) 

屋 内 禁 煙 

(ﾃﾅﾝﾄ等の一部) 
完全分煙 合計 

85 146 43 1 275 

（イ）禁煙推進店普及事業

禁煙推進店：２施設

エ 禁煙普及啓発活動 

 住民に対して、喫煙の及ぼす健康被害について啓発を行っている。 

a富士河口湖町と共催で、中学校に対して防煙研修を実施。 

b中学生や企業等を対象に、たばこの害や防煙教育等に関する出前講座を実施。 

C県民の日富士吉田会場などイベントにて、ポスター掲示とリーフレット配布。 

  オ 出前健康講座の実施 

 依頼のあった事業所、施設、学校等へ保健所職員が出向き、各種健康講座を実施した。 

 ４４会場   ２２７９人参加 

（３） 栄養改善推進事業 

食生活のあり方と密接な関連のある生活習慣病予防対策として、望ましい食習慣の定着

や、エネルギー等の過剰摂取やカルシウム等の不足など栄養素の偏りの改善、減塩運動の

推進等、正しい食生活と健康づくり運動に努めた。特に地域の食生活改善のリーダーであ

る栄養士、食生活改善推進員および調理師組織の育成や資質の向上のための研修会等を開

催した。 

また、健康増進法に基づく特定給食施設等の把握および栄養管理指導を実施した。 
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ア 栄養指導・研修会の実施状況 

地域住民への食生活改善のための集団指導及び講習会を実施した。また、生活習慣病等 

の疾病を有する者やその家族に対し、市町村や医療機関との連携をとりながら個々人に応

じた専門的な栄養・食生活指導を行った。 

イ 栄養士研修会

月 日 場  所 内  容 出席者 

5月 19日 光   千 「被災地支援から見える栄養士の役割」 

8月 2日 昭和大学富士吉田校舎 
「平常時・非常時に役立つ調理法について」

「食中毒予防について」 
257 

3月 22日 富士吉田合同庁舎 

「訪問栄養指導と多職種との連携について」

「訪問栄養指導の実際について」 

グループワーク 

「在宅医療チームとして連携するために」 

＊ 糖尿病勉強会への協力 年 8 回 

ウ 市町村栄士業務検討会

月日 場所 内容 出席者 

6月 21 日 富士吉田合同庁舎 
・事業報告について 

・低出生体重児について 
6 

9月 28 日 富士吉田合同庁舎 ・地域診断(保健師合同) 1 

1月 18 日 富士吉田合同庁舎 
・事業の進捗状況について 

・低出生体重児について 
5 

2月 18 日 富士吉田合同庁舎 ・地域診断（保健師合同） 2 

3月 8日 富士吉田合同庁舎 
・今年度の反省と来年度へ計画

・能力評価シートの確認
3 

エ 食生活改善推進員研修会

月 日 場   所 内   容 出席者数 

4月 25 日 うぐいすホール 
「知っておきたい食品表示」

～JAS 法の食品表示について～
229 

12 月 12日 甲府富士屋ホテル 
食生活改善推進員団体リーダー関東・

甲信越ブロック研修会 
35 

＊理事会・運営委員会等 ７回開催 
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オ 調理師研修会 

  月 日 場  所 内    容 出席者数

10 月 10 日 富士吉田合同庁舎 ・講義

「食品衛生について」

「富士桜ポークについて」

・調理講習・試食 

「富士桜ポークを活用して」

～富士桜ポーク、ハム～

31 

カ 特定給食施設等の指導

特定かつ多数の者に対して継続的に食事を供給する給食施設に対して、栄養管理の実施

に関し必要な指導及び助言を行った。 

特定給食施設 その他の給食施設 

計 1回 100食以上又は 

1日 250 食以上 

1回 300食以上又は 

1日 750食以上 

1回 50食以上又は 

1日 100食以上 

給食管理者指導延施設数 
48 3 4 55 

集団指導 

回数 
2 2 

延施設数 
257     

（ア）給食施設指導の状況

・医療機関    ８施設９回

・特定給食施設    ４６施設
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施設数
管理栄養士

数
施設数

管理栄養士
数

栄養士数 施設数 栄養士数

1 2 3 4 5 6 7 8

1

2

3

4

5

6

7 1 1 1

8 1 1 1

9

10

11

12

13 0 0 2 2 2 0 0 0

（指定施設①を除く）  ② 14 1 1 4 4 6 9 12

15 1 2 2

16

17

18

19

20 1 1

21

22

23

24

25

26 1 1 5 6 8 10 13 0

（①、②を除く） 27 3 3 4 4 1

28 6 8 22

29 1 1 4 4 9 2 6

30 1 1 4 4 5 3 11

31 4 4 11 11 4

32 1 1 2

33 1 1 1 1 1 4 4 3

34

35

36 1 1

37

38

39 11 11 16 18 39 24 36 8

40 5 5 3

41 1 2 2

42

43 1 2 4 4 6 3 3

44 2 2 8 8 14

45 1 1 1 2 4 1

46 1 1 1 1 7

47

48

49

50

51

52 4 5 6 7 9 19 21 25

１回３００食以上又は
１日７５０食以上

１回１００食以上又は
１日２５０食以上

その他の給食施設

一般給食センター

そ　　　の　　　他

矯　 正　 施　 設

自　　　衛　　　隊

一般給食センター

そ　　　の　　　他

計

学　　　　　　校

病　　　　　　院

介護老人保健施設

老 人 福 祉 施 設

介護老人保健施設

老 人 福 祉 施 設

計

児 童 福 祉 施 設

社 会 福 祉 施 設

事　　　業　　　所

寄　　　宿　　　舎

矯　 正　 施　 設

自　　　衛　　　隊

児 童 福 祉 施 設

社 会 福 祉 施 設

事　　　業　　　所

寄　　　宿　　　舎

自　　　衛　　　隊

一般給食センター

そ　　　の　　　他

計

学　　　　　　校

病　　　　　　院

事　　　業　　　所

寄　　　宿　　　舎

矯　 正　 施　 設

矯　 正　 施　 設

一般給食センター

そ　　　の　　　他

計

学　　　　　　校

病　　　　　　院

介護老人保健施設

老 人 福 祉 施 設

児 童 福 祉 施 設

社 会 福 祉 施 設

事　　　業　　　所

寄　　　宿　　　舎

どちらもいる施設

栄養士のみ

いる施設

児 童 福 祉 施 設

社 会 福 祉 施 設

(イ)給食施設数

管理栄養士・栄養士どち
らもいない施設数

指定施設①

学　　　　　　校

病　　　　　　院

介護老人保健施設

老 人 福 祉 施 設

管理栄養士

のみいる施設

自　　　衛　　　隊

管理栄養士・栄養士
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キ 組織の運営支援

  地域住民の食生活改善や健康づくりのため、その担い手である地域組織の育成を次の

とおり行った。

ク 健康づくりのための運動指導

運動不足が原因となる肥満、高血圧、高脂血症等の生活習慣病の予防等を目的に生活の

中に運動を取り入れて、健康を維持増進するための、食生活改善推進員養成講習会等の場

で、栄養指導を含めた運動指導等を行った。  

ケ 市町村に対する支援  

（ア）市町村における地域栄養改善活動が円滑かつ適切に実施できるよう、技術的支援や

連絡調整を行った。 

（イ）食生活改善推進員の養成

健康生活についての正しい知識と技術を学習し、自らがその実践者となり、その知識と

実践力を活かして、地域住民の食生活改善や健康づくりの担い手として活動するボランテ

ィアの養成事業に協力した。

組織名 会員数（人） 開催回数（回）

栄養士会 ９４ ２

食生活改善推進員 ９２３ ４

調理師会 ２９０ ５

平成 24年度 

富
士
吉
田
市

都
留
市

大
月
市

上
野
原
市

道
志
村

西
桂
町

忍
野
村

山
中
湖
村

鳴
沢
村

富
士
河
口
湖
町

小
菅
村

丹
波
山
村

計

食生活改善推進

員組織の育成 
３  ２  ２ ３ １０ 

栄養指導 

運動指導 １ 1  

業務検討  ５ ２ ２ １ ５ ２ ３ ２ ２２ 

その他 

計 ８ ４ ５ ３ １ ５ ２ ３ ２ ３３ 
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コ 市町村栄養士配置促進

  市町村での、食育やメタボ予防、介護予防等の栄養サービスを必要とする人は増加して

いる。 

住民へ健康やＱＯＬ向上のためサービスを提供する必要から、未配置市町村へ地域の

健康・栄養情報（食育や保健指導等）の活動拠点となるよう「管理栄養士・栄養士」の

配置の促進を行なった。 

＊「特定検診･保健指導実施に向けた、管理栄養士配置のため地方交付税措置が講じられ

ている。」 

※ 配置状況 

富士吉田市・都留市・大月市・上野原市・忍野村・鳴沢村・富士河口湖町

        サ 病態別栄養相談指導 

生活習慣病等の疾患を有する者やその家族に対し、その病態の改善やＱＯＬの向上を

支援するため、市町村や医療期間と連携し、個々人に応じた専門的な栄養・食生活指導 

を行った。 

実人員 延人員 主な疾患名 

 生活習慣病関係 ４ ５ 高血圧・糖尿病・高脂血症・腎不全 

 難病関係 ６   ６ パーキンソン病、クローン病 

その他 ７ ２０ 障害者(知的・精神) 

計 １７ ３１ 

シ 免許関係事務の状況

区分 免許申請 書換訂正 再交付証明

管理栄養士 ８ １ ０

栄養士 ３１ ４ ３

調理師 ５４ ５ ８

調理師試験受験願書受理者数 ４０

（４）歯科保健事業

ア 歯の無料相談所の開設 

歯の衛生週間（６月４日～１０日）にあたり、歯の衛生に関する正しい知識の普及啓発と

歯科疾患の予防に関する適切な習慣の定着、併せて早期発見、早期治療等の徹底により健康

の保持増進に寄与することを目的とし、「歯の無料相談所」を開設した。 

      日 時   平成２４年６月２日（土）午後１時４５分～４時３０分 

会 場   ショッピングセンター Ｑ－ＳＴＡ４階 

主 催     山梨県歯科医師会南都留支部 

共 催      山梨県富士・東部保健福祉事務所、山梨県歯科技工士会吉田支部、 

     山梨県栄養士会富士・東部支部、山梨県歯科衛生士会南都留支部 

内 容      歯科検診、歯科相談、歯磨き指導、フッ素塗布、栄養相談、 

     キャンペーン品・パンフレット配布 等 
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７  石綿（アスベスト）健康被害救済制度 

  労災保険法等で補償されない、中皮腫や石綿（アスベスト）による肺がんを発症している方及

びこの法律の施行前にこれらの疾病により死亡された方の遺族に対して、「医療費等の救済給付」

が支給される。

（１）  特別遺族弔慰金・特別葬祭料請求件数（特別遺族弔慰金等に係る制度の周知事業）

請求件数 相談件数

０ ０

（２）石綿健康被害救済制度の受理件数

８  個別・集団保健指導  

（１） 所内相談  （２） 家庭訪問 

(３)  健康教育

申請件数 相談件数

０ ０

種 別 延べ件数 

結 核 ３６１ 

難 病 ４１９ 

精 神 ６ 

母 子 ４８ 

その他 ４ 

計 ８３８ 

種 別 延べ件数 

結 核 １２８ 

難 病 １０６ 

精 神 １ 

母 子 １０ 

その他 ０ 

計 ２４５ 

実施回数 内容・対象等 

４回 

○喫煙防止教育富士河口湖町立西浜中学校

対象：富士河口湖町 西浜中学校１年生・保護者・学校関係者 20人

○喫煙防止教育富士河口湖町立勝山中学校

対象：富士河口湖町 勝山中学校１年生・学校関係者 32人

○生活習慣病予防講習会

「健康づくりのために（座りながら行える体操を中心に）」 

 対象：富士吉田商工会議所会員 １８人 

「中高年齢者の健康管理について」 

対象：富士急行(株)定年退職者 ２８人 

113




